
第２　勧告
職員の給与に関する条例（昭和40年大阪府条例第35号）、一般職の任期付研究員の採用等に関する条例（平成13年大阪府条例第70号）及び一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成14年大阪府条例第86号）に定める職員の給与について下記のとおり改定するよう勧告する。
記

１　令和７年４月の民間給与との比較に基づく給与改定について
(1)　改定の内容
ア　給料表
(ｱ)　職員の給与に関する条例に定める給料表
現行の給料表を別記第１のとおり改定すること。
(ｲ)　一般職の任期付研究員の採用等に関する条例に定める給料表
現行の給料表を別記第２のとおり改定すること。
(ｳ)　一般職の任期付職員の採用等に関する条例に定める給料表
現行の給料表を別記第３のとおり改定すること。
イ　地域手当
(ｱ)　大阪府の区域に在勤する職員に支給する地域手当の月額を、給料、管理職手当及び扶養手当の月額の合計額に100分の12.8を乗じて得た額とすること。
(ｲ)　職員の給与に関する条例第13条の２第１項の人事委員会規則で定める地域及び公署に在勤する職員に支給する地域手当の月額を、給料、管理職手当及び扶養手当の月額の合計額に100分の18を超えない範囲内で人事委員会規則で定める割合を乗じて得た額とすること。
[bookmark: _Hlk210221047](ｳ)　医療職給料表（一）の適用を受ける職員の地域手当については、職員の給与に関する条例第13条の２の規定による支給割合が100分の16以上となる場合には、同条例第13条の３の規定を適用せず、当該支給割合とすること。
(ｴ)　職員の給与に関する条例第13条の４に定める地域手当の支給割合について、異動等の日の前日に在勤していた地域若しくは公署に係る支給割合に達しないこととなるときの措置は、異動等後の支給割合が100分の12.8未満である場合に限ることとする。ただし、異動等前の支給割合が100分の12.8を超える場合の同条第１号から第３号までの適用にあたっては、異動等前の支給割合を100分の12.8とすること。
ウ　期末・勤勉手当
(ｱ)　(ｲ)、(ｳ)、(ｴ)及び(ｵ)以外の職員
６月及び12月に支給される期末手当の支給割合をそれぞれ1.2625月分（定年前再任用短時間勤務職員等にあっては、それぞれ0.7125月分）とし、６月及び12月に支給される勤勉手当の支給割合をそれぞれ1.0625月分（定年前再任用短時間勤務職員等にあっては、それぞれ0.5125月分）とすること。
(ｲ)　特定管理職員
６月及び12月に支給される期末手当の支給割合をそれぞれ1.0625月分（定年前再任用短時間勤務職員等にあっては、それぞれ0.6125月分）とし、６月及び12月に支給される勤勉手当の支給割合をそれぞれ1.2625月分（定年前再任用短時間勤務職員等にあっては、それぞれ0.6125月分）とすること。
(ｳ)　指定職給料表の適用を受ける職員
６月及び12月に支給される期末手当の支給割合をそれぞれ0.675月分とし、６月及び12月に支給される勤勉手当の支給割合をそれぞれ1.075月分とすること。
(ｴ)　任期付研究員
６月及び12月に支給される期末手当の支給割合をそれぞれ1.75月分とすること。
(ｵ)　特定任期付職員
６月及び12月に支給される期末手当の支給割合をそれぞれ0.9625月分とし、６月及び12月に支給される勤勉手当の支給割合をそれぞれ0.8875月分とすること。
エ　初任給調整手当
医療職給料表（一）の適用を受ける医師及び歯科医師に対する支給月額の限度を253,100円とすること。

オ　通勤手当
(ｱ)　令和７年４月１日以降の措置内容
交通の用具使用者に対する通勤手当の額を、次に掲げる自転車等の使用距離の区分については、それぞれ次に定める額とすること。
ａ　片道10キロメートル以上15キロメートル未満　7,300円
ｂ　片道15キロメートル以上20キロメートル未満　10,400円
ｃ　片道20キロメートル以上25キロメートル未満　13,500円
ｄ　片道25キロメートル以上30キロメートル未満　16,600円
ｅ　片道30キロメートル以上35キロメートル未満　19,700円
ｆ　片道35キロメートル以上40キロメートル未満　22,800円
ｇ　片道40キロメートル以上45キロメートル未満　25,900円
ｈ　片道45キロメートル以上50キロメートル未満　29,100円
ｉ　片道50キロメートル以上55キロメートル未満　32,300円
ｊ　片道55キロメートル以上60キロメートル未満　35,500円
ｋ　片道60キロメートル以上　38,700円
(ｲ)　令和８年４月１日以降の措置内容
ａ　交通の用具使用者に対する通勤手当の額を、66,400円を超えない範囲内で自転車等の使用距離の区分に応じて人事委員会規則で定める額とすること。
ｂ　交通の用具使用者又は交通機関等と交通の用具の併用者のうち、自動車の駐車のための施設等で人事委員会規則で定めるものを利用し、その料金を負担することを常例とする職員（人事委員会規則で定める職員を除く。）に対し、5,000円を超えない範囲内で１か月当たりの料金に相当する額として人事委員会規則で定める額を支給すること。
ｃ　１か月当たりの交通機関等に係る通勤手当の額、交通の用具に係る通勤手当の額、新幹線鉄道等に係る通勤手当の額及び駐車に係る通勤手当の額を合算した額の限度を150,000円とすること。
カ　宿日直手当
勤務１回に係る支給額の限度を、通常の宿日直勤務は6,900円、人事委員会規則で定める特殊な業務を主とする宿日直勤務は8,200円とすること。

(2)　改定の実施時期
この改定は、令和７年４月１日から実施すること。ただし、前記(1)オ(ｲ)については、令和８年４月１日から実施すること。
２　教育職員の処遇改善等に伴う給与改定について
(1)　改定の内容
前記１(1)ア(ｱ)による改定後の教育職給料表を別記第４のとおり改定※すること。新給料表への切替えは別記第５の切替要領によること。
※　本改定では、早期昇格者の処遇改善を目的に特２級の初号の給料月額を引き上げるとともに、次の表の上欄に掲げる給料表の各備考に規定する額を職務の級ごとに同表に掲げる額とした。
	
	高等学校等教育職給料表給料表

	小学校・中学校教育職給料表

	３級職務の級

	30,700円
	31,700円

	４級
	23,000円
	24,200円



(2)　改定の実施時期
この改定は、令和８年１月１日から実施すること。

(3)　改定の経過措置
ア　別記第４のイの高等学校等教育職給料表の備考３に規定する額については、次の表の上欄に掲げる期間において、職務の級ごとに表に掲げる額とする。
	　　　期間

職務の級
	R8.1.1から
R8.12.31まで
	R9.1.1から
R9.12.31まで
	R10.1.1から
R10.12.31まで
	R11.1.1から
R11.12.31まで
	R12.1.1から
R12.12.31まで

	３級
	11,500円
	15,400円
	19,200円
	23,000円
	26,900円

	４級
	3,800円
	7,700円
	11,500円
	15,300円
	19,200円



イ　別記第４のロの小学校・中学校教育職給料表の備考２に規定する額については、次の表の上欄に掲げる期間において、職務の級ごとに表に掲げる額とする。
	　　　期間

職務の級
	R8.1.1から
R8.12.31まで
	R9.1.1から
R9.12.31まで
	R10.1.1から
R10.12.31まで
	R11.1.1から
R11.12.31まで
	R12.1.1から
R12.12.31まで

	３級
	11,500円
	15,600円
	19,600円
	23,600円
	27,700円

	４級
	4,000円
	8,100円
	12,100円
	16,100円
	20,200円




